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平成 29年６月 29日 

各 位 

会 社 名 ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 髙柳 浩二 

 （コード番号 8028 東証・名証第一部） 

問合せ先  広報 IR室長 岩崎 浩 

（TEL．03-3989-7338） 

 

カネ美食品株式会社の株式取得(子会社化)に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 29年６月 29日開催の当社取締役会において、当社の関連会社であるカネ美食品株式会社（以

下、「カネ美食品」といいます。）の株式を伊藤忠商事株式会社及び個人９名から取得し、同社を子会社化する

ことを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、当該取得は、金融商品取引法第 167 条第 1 項及び同施行令第 31 条に規定する「公開買付けに準ずる

行為として政令で定める買集め行為」に該当いたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

 カネ美食品は、寿司・揚物・惣菜等の小売店舗の展開及びコンビニエンスストア弁当の製造を行っており、

同社は、当社の子会社である株式会社ファミリーマート（以下、「ファミリーマート」といいます。）及びユ

ニー株式会社（以下、「ユニー」といいます。）の重要な取引先であります。 

当社がカネ美食品を子会社化することで、ユニー店舗内において出店しているカネ美食品の惣菜売場を同社

とユニーが一体となって売場改革を行い、食品売場全体の競争力を上げ売上の拡大を図るとともに、カネ美食

品がファミリーマート向けに製造している中食商品の製造に関しても、両社が持つノウハウを共有し、製造過

程の見直し等の協業を行い、中食商品の品質向上により、中食売上の拡大を図ることで当社グループ全体の更

なる収益力向上が見込めるものと考えており、当社よりカネ美食品の株主である伊藤忠商事株式会社等と交渉

し、カネ美食品株式を取得することといたしました。 

 

２．異動する子会社の概要 

（1） 名 称 カネ美食品株式会社 

（2） 所 在 地 愛知県名古屋市緑区徳重三丁目 107番地 

（3） 代 表 者 の 役 職・ 氏 名 代表取締役社長 三輪 幸太郎 

（4） 事 業 内 容 
寿司・揚物・惣菜等の小売店舗の展開、 

コンビニエンスストア弁当の製造 

（5） 資 本 金 2,002百万円 

（6） 設 立 年 月 日 昭和 46年 3月 29日 

（7） 
大 株 主及 び持 株比率 

(平成 29年 3月末日現在) 

ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社 

三輪亮治 

伊藤忠商事株式会社 

三輪幸太郎 

カネ美食品共栄会 

三輪信昭 

株式会社昭和 

株式会社トーカン 

25.63％ 

12.00％ 

10.00％ 

6.09％ 

3.49％ 

2.32％ 

2.28％ 

2.08％ 
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テーブルマーク株式会社 

カネ美食品社員持株会 

2.07％ 

1.43％ 

（8） 
上 場 会社 と当 該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 
当社は、当該会社の株式を 2,563,616 株保有しており、当

該会社は、当社の株式を 135,357株保有しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 

当社の子会社である株式会社ファミリーマート及びユニー

株式会社は、当該会社との間に製造・納品業務及び製造・

委託販売業務に関する取引があります。 

（9） 当該会社の最近 3年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 

 純 資 産 26,705百万円 27,964百万円 26,941百万円 

 総 資 産 34,803百万円 36,687百万円 35,244百万円 

 1 株 当 た り 純 資 産 2,696.46円 2,830.25円 2,737.17円 

 売 上 高 85,580百万円 89,939百万円 88,258百万円 

 営 業 利 益 2,661百万円 3,067百万円 498百万円 

 経 常 利 益 2,758百万円 3,177百万円 582百万円 

 当 期 純 利 益 1,751百万円 1,815百万円 △514百万円 

 1 株当たり当期純利益 176.21円 183.46円 △52.08円 

 1 株 当 た り 配 当 金 55.00円 60.00円 60.00円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

①法人 

（1） 名 称 伊藤忠商事株式会社 

（2） 所 在 地 東京都港区北青山 2丁目 5番 1号 

（3） 代 表 者 の役 職 ・氏 名 代表取締役社長 岡藤 正広 

（4） 事 業 内 容 

繊維、機械、金属、エネルギー、化学品、食料、住生活、情報、金融

の各分野において、国内、輸出入および三国間取引を行うほか、国内

外における事業投資など 

（5） 資 本 金 253,448百万円 

（6） 設 立 年 月 日 1949年 12月 1日 

（7） 純 資 産 975,726百万円（平成 29年 3月末日現在） 

（8） 総 資 産 3,217,095百万円（平成 29年 3月末日現在） 

（9） 
大株主及び持株比率 

(平成 29年 3月末日現在) 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

CP WORLDWIDE INVESTMENT COMPANY LIMITED 

株式会社みずほ銀行 

日本生命保険相互会社 

三井住友海上火災保険株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 5） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 9） 

朝日生命保険相互会社 

State Street Bank and Trust Company 

5.40％ 

5.36％ 

3.82％ 

2.36％ 

2.05％ 

1.83％ 

1.60％ 

1.47％ 

1.41％ 

1.40％ 

（10） 
上 場会 社と 当該 会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 
当該会社は、当社の株式を 43,933,896 株保有しており

ます。 

人 的 関 係 
当該会社は、当社及び当社の子会社である株式会社ファ

ミリーマートに従業員を、また、当社の子会社であるユ



3 
 

 ニー株式会社に取締役及び従業員を派遣しております。 

取 引 関 係 該当する事項はありません。 

関連当事者

への該当状

況 

当該会社は、当社の議決権を 34.9％所有しており、当社

は、当該会社の持分法適用会社であり、当該会社の関連

当事者に該当しております。 

 

②個人 

（1） 氏 名 三輪亮治 

（2） 住 所 愛知県名古屋市緑区 

（3） 
上 場 会 社 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係

はございません。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当

該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・人的関

係・取引関係はありません。 

 

（1） 氏 名 三輪幸太郎 

（2） 住 所 愛知県名古屋市緑区 

（3） 
上 場 会 社 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係

はございません。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当

該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・人的関

係・取引関係はありません。 

 

（1） 氏 名 三輪信昭 

（2） 住 所 愛知県名古屋市天白区 

（3） 
上 場 会 社 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係

はございません。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当

該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・人的関

係・取引関係はありません。 

（注）個人は上記のほか、６名より取得しておりますが、取得相手先からの要望により、記載を省略しており

ます。なお、当社と当該各個人との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はございません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該各個人並びに当該各個人の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び譲渡前後の所有株式又は出資額の状況 

（1） 異動前の所有株式数 

2,563,616株 

(議決権の数：25,636個） 

(議決権所有割合：26.05％） 

（2） 取 得 株 式 数 
2,600,000株 

(議決権の数：26,000個） 

（3） 取 得 価 額 
カネ美食品株式会社の普通株式            8,733百万円 

一株当たり 3,359円 

（4） 異動後の所有株式数 

5,163,616株 

(議決権の数：51,636個） 

(議決権所有割合：52.47％） 
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５．日程 

（1） 取 締 役 会 決 議 平成 29年 6月 29日 

（2） 株 式 譲 渡 契 約 締 結 平成 29年 7月 7日（予定） 

（3） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 29年 7月末日迄（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による当社の連結業績予想への影響は軽微であります。 

 

以上 


